
令和２年度決算報告 令和２年度決算報告

決 ・ 算 ・ 報 ・ 告
　令和２年度の決算状況をお知らせします。 市では、 健全な財政運営が求められる中で、 限られた財源を有効か

つ計画的に支出し、さまざまな分野において事業を実施しました。皆さんから納めていただいた税金など、市に入っ

たお金がどのように使われたのか、 決算の状況と財政状況を中心にご紹介します。

01 一般会計

歳入
　一
般
会
計
の
歳
入
は
、
３
２
５
億
５
４
３
０
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に

比
べ
59
億
５
９
１
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
。
主
な
増
加
理
由
は
、
１
人
に

つ
き
10
万
円
を
給
付
し
た
特
別
定
額
給
付
金
の
た
め
の
国
庫
支
出
金
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
の
た
め
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
の
創
設
に
よ
る
国
庫
支
出
金
、
諏
訪
東
京
理

科
大
学
の
公
立
化
の
影
響
に
よ
る
地
方
交
付
税
の
増
加
な
ど
で
す
。

　市
の
主
要
な
歳
入
で
あ
る
市
税
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
経

済
へ
の
マ
イ
ナ
ス
影
響
を
受
け
た
法
人
市
民
税
や
入
湯
税
の
減
に
よ
り
、

総
額
85
億
５
５
１
６
万
円
、
前
年
度
に
比
べ
１
億
６
２
８
万
円
の
減
と
な

り
ま
し
た
。

語句の説明？

一般会計 …… 地方公共団体が市税や地方交付税などを財源として福祉や教育などの

行政サービスを行うための会計

国庫支出金 … 特定の目的のために、 国から交付されたお金

市税 …………  市に納めていただいた税金

地方交付税 … 国が徴収した税金の一部から、市の財政状況に応じて交付されたお金

市債 ………… 建設事業などを行うために、 国や金融機関から借り入れたお金

諸収入 ………  講座受講料や冊子の売上金など、 他の科目に分類されない様々な収入

県支出金 …… 特定の目的のために、 県から交付されたお金

繰越金 ……… 前年度から繰り越されたお金

繰入金 ………  一般会計以外の会計や基金から繰り入れたお金

その他 ………  分担金、 負担金、 使用料、 手数料、 財産収入、 寄附金、 各種交付金

語句の説明？

総務費 ………  市の全般的な管理事務などの経費

民生費 ………  高齢者・障害者･児童福祉、生活保護などの経費、後期高齢者医療・

 国民健康保険特別会計への繰出金など

教育費 ………  小･中学校の管理運営、生涯学習施設などの経費

公債費 ………  市債の元金、利子の返済金

土木費 ………  道路・河川の新設や改良などの経費

商工費 ………  商工業の振興や観光業の振興などの経費

衛生費 ………  保健予防、環境美化やごみ処理などの経費

消防費 ………  消防、防災対策などの経費

農林水産業費… 農林業の振興や土地改良などの経費

その他 ………  議会活動の経費、災害によって生じた被害の復旧などの経費

令和２年度

主な事業 （抜粋）

02 一般会計

歳出
　一
般
会
計
の
歳
出
は
、
３
１
５
億
９
０
６
４
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ

56
億
６
３
４
７
万
円
増
加
し
ま
し
た
。
主
な
増
加
理
由
は
、
特
別
定
額
給
付
金

の
給
付
に
よ
る
総
務
費
の
増
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る
市
独
自

の
く
ら
し
・
経
済
対
策
の
実
施
に
よ
る
衛
生
費
や
商
工
費
の
増
加
な
ど
で
す
。

市
独
自
の
く
ら
し
・
経
済
対
策
と
し
て
実
施
し
た
主
な
事
業

・
保
育
園
、
小
中
学
校
等
へ
の
マ
ス
ク
や
消
毒
液
等
の
確
保

・
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
補
助
事
業

・
宿
泊
施
設
応
援
事
業

「ち
の
割
」

・
中
小
企
業
制
度
融
資
の
拡
充

市税
85億5,516万円

（26.3％）

地方交付税
63億3,160万円

（19.4％）

市債

19億4,580万円
（6.0％）

国庫支出金
87億7,587万円

（27.0％）
諸収入

17億484万円
（5.2％）

県支出金
13億5,351万円

（4.2％）

繰越金
６億6,802万円

（2.0％）

繰入金
５億3,285万円

（1.6％）

その他
26億8,664万円

（8.3%）

325億
5,430万円

公債費
25億6,447万円

（8.1％）

土木費
23億3,520万円

（7.4％）

商工費
22億393万円

（7.0％）

衛生費
18億8,912万円

（6.0％）

消防費
9億6,739万円

（3.0％）

農林水産業費
４億6,666万円

（1.5％）
その他

３億863万円
（1.0％）

総務費
101億9,866万円

（32.3％）

民生費
80億2,854万円

（25.4％）

教育費
26億2,805万円

（8.3％）

315億
9,064万円

53億9,369万円 52億1,174万円

8億2,515万円 7億9,585万円

水 道 事 業 会 計 収益的 13億6,240万円 10億2,820万円

資本的 7,468万円 7億7,493万円

下 水 道 事 業 会 計 収益的 23億8,077万円 20億1,146万円

資本的 4億8,340万円 17億9,872万円

国保診療所特別会計 収益的 2億3,858万円 2億3,310万円

資本的 353万円 790万円

15億2,827万円 10億9,805万円

企
業
会
計

財  産  区  特  別　会　計

会     計     区     分 歳　入　決　算 歳　出　決　算

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

みどりヶ丘保育園の改修 車山スカイテラスの整備 総合体育館の床の全面改修

03 特別会計

 企業会計等

※特別会計 … 特定の事業を行うた

め、一般会計と区別

して処理する会計

※企業会計 … 原則として独立採算

で行う、地方公共団

体が経営する企業

（公営企業）の会計

語句の説明？
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　市債は建設事業などを行うために借り入れるお金です。 多

世代で利用する公共施設や道路などのインフラ施設の整備費

用を公平に負担する役割も担っています。

　令和２年度は、 総合体育館の床の全面改修や防災情報シス

テムの構築、 合葬式墓地の増設などのために市債を借り入れ

ましたが、 借入額よりも返済額が多かったことにより、 年度

末の市債残高は前年度から約6億円減少し、 262億8,391

万円となりました。

　市債は将来にわたって返済しなければなりません。 ただし、

返済額のうち約6割は、 地方交付税として国から市へ交付さ

れます。

　基金は、 剰余金を積立し、 臨時の出費や財源不足が見込ま

れる場合に取り崩すために設けています。

　一般会計の基金には、 災害等不測の事態に備えておくため

の財政調整基金のほか、 市債返済のための減債基金など特

定の目的のための8つの基金があります。

　令和2年度末の一般会計の基金残高は、 財政調整基金の取

崩し等により約3億円減少し、37億7,667万円となりました。

　市民1人当たりの基金残高は県内19市の中で最も少なく、

潤沢にあるとはいえません。

　国が定める健全化判断比率等については、 いずれも早期健全化基準を大きく下回っています。

08　これからの茅野市の財政
令和11年度末に基金が底をついてしまう可能性

これからも元気なまちであり続けるために

04　市債
市債残高は262億8,391万円

前年度に比べて約6億円の減少

05　基金
基金残高は37億7,667万円

前年度に比べて約3億円の減少

09　たくましく、 やさしい、 しなやかな茅野市を目指して

　人口減少、 少子 ・ 高齢化を背景とした厳しい財政状況に陥らないようにするためには、 生産年齢人口の減少に歯止

めをかけ、 茅野市の人口構造を変える必要があります。

　さらに、 新型コロナウイルス感染症が私たちの生活や地域の経済へ与えた影響は非常に大きく、 生活様式の変化や

社会意識の変化に対応していく必要もあります。

　そのために、 茅野市ではキャッシュレス化や遠隔教育 ・ 医療を推進して、 市民目線で便利で暮らしやすい環境を整え

るなど、 ポストコロナを見据えた新たな 「若者に選ばれるまち」 の実現を目指します。

　限られた財源の中で、 これまで茅野市が大切にしてきた福祉 ・ 環境 ・ 教育の取り組みを更に充実させながら、 これ

からのまちづくりを進めるためには、 その他の行政サービスについて、 見直さなければならない場面も十分に考えら

れます。

　これからも財政の健全性を維持しながら、 茅野市が元気なまちであり続けるために取り組んでいきますので、 市民の

皆さんのご理解とご協力をお願いします。

決算 ・ 財政に関する問い合わせ　　財政課　財政係　☎72-2101 （内線164 ・ 165）

　一般会計の経常収支比率は90.4％と高い水準となっており、 自

由に使えるお金のほとんどを経常的に支出しなければならない経費

が占めており、 財政の硬直化が進んでいる状況といえます。

　これは、 高齢者人口の増加による社会保障関連経費や公共施設の

維持管理に係る経費などが年々増加しているためです。

07　経常収支比率
茅野市は90.4％

一般財源の収入 （使い道が自由な収入） のう

ち、 毎年度経常的に支出しなければならない

経費の割合

　令和2年度の一般会計決算を

基に、 今後10年間に見込まれ

る必要経費などを加え、 財政推

計をしたところ、 引き続き財源

不足を補うために基金の取崩し

に頼った財政運営となり、 令和

11年度末には基金が底をついて

しまう状況となりました。

　これは、 福祉、 教育、 公共施

設の維持管理などの必要な経費

が今後も増加が見込まれる一方

で、 人口減少や少子 ・ 高齢化が

進み、 働く世代にあたる生産年

齢人口が減少することで、 市税

収入等の増加が見込めないこと

が主な要因です。

06　健全化判断比率

指標の上では健全な財政状況

●一般会計の市債残高の推移
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健全化判断比率等 説　　　明 茅野市 早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 一般会計の赤字額の割合を示す指標。 － (赤字なし) 12.65%

連結実質赤字比率 特別会計、公営企業会計を含む全会計の赤字額の割合を示す指標。 － (赤字なし) 17.65%

実 質 公 債 費 比 率 借入金（地方債）の返済額（公債費）の割合を示す指標。 6.8% 25%

将 来 負 担 比 率 借入金（地方債）の残高など将来負担すべき負担額の割合を示す指標。 48.2% 350%

資 金 不 足 比 率 公営企業の資金不足の割合を示す指標。 － (資金不足なし) 20%

市民1人当たりの借金  約48万円

市民1人当たりの貯金  約7万円

●歳入歳出総額の推移　 －基金に頼った財政運営に－
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基金の繰入れを続けると、
R11年度末に基金が底をつき、
R12年度末には収支も赤字に

収支見込に応じて基金を繰り入れた場合

基金の繰入れをしない場合

財　　政　　推　　計　　期　　間

歳出
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令和２年度決算報告 令和２年度決算報告

　市債は建設事業などを行うために借り入れるお金です。 多

世代で利用する公共施設や道路などのインフラ施設の整備費

用を公平に負担する役割も担っています。

　令和２年度は、 総合体育館の床の全面改修や防災情報シス

テムの構築、 合葬式墓地の増設などのために市債を借り入れ

ましたが、 借入額よりも返済額が多かったことにより、 年度

末の市債残高は前年度から約6億円減少し、 262億8,391

万円となりました。

　市債は将来にわたって返済しなければなりません。 ただし、

返済額のうち約6割は、 地方交付税として国から市へ交付さ

れます。

　基金は、 剰余金を積立し、 臨時の出費や財源不足が見込ま

れる場合に取り崩すために設けています。

　一般会計の基金には、 災害等不測の事態に備えておくため

の財政調整基金のほか、 市債返済のための減債基金など特

定の目的のための8つの基金があります。

　令和2年度末の一般会計の基金残高は、 財政調整基金の取

崩し等により約3億円減少し、37億7,667万円となりました。

　市民1人当たりの基金残高は県内19市の中で最も少なく、

潤沢にあるとはいえません。

　国が定める健全化判断比率等については、 いずれも早期健全化基準を大きく下回っています。

08　これからの茅野市の財政
令和11年度末に基金が底をついてしまう可能性

これからも元気なまちであり続けるために

04　市債
市債残高は262億8,391万円

前年度に比べて約6億円の減少

05　基金
基金残高は37億7,667万円

前年度に比べて約3億円の減少

09　たくましく、 やさしい、 しなやかな茅野市を目指して

　人口減少、 少子 ・ 高齢化を背景とした厳しい財政状況に陥らないようにするためには、 生産年齢人口の減少に歯止

めをかけ、 茅野市の人口構造を変える必要があります。

　さらに、 新型コロナウイルス感染症が私たちの生活や地域の経済へ与えた影響は非常に大きく、 生活様式の変化や

社会意識の変化に対応していく必要もあります。

　そのために、 茅野市ではキャッシュレス化や遠隔教育 ・ 医療を推進して、 市民目線で便利で暮らしやすい環境を整え

るなど、 ポストコロナを見据えた新たな 「若者に選ばれるまち」 の実現を目指します。

　限られた財源の中で、 これまで茅野市が大切にしてきた福祉 ・ 環境 ・ 教育の取り組みを更に充実させながら、 これ

からのまちづくりを進めるためには、 その他の行政サービスについて、 見直さなければならない場面も十分に考えら

れます。

　これからも財政の健全性を維持しながら、 茅野市が元気なまちであり続けるために取り組んでいきますので、 市民の

皆さんのご理解とご協力をお願いします。

決算 ・ 財政に関する問い合わせ　　財政課　財政係　☎72-2101 （内線164 ・ 165）
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